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《 COCN 基盤的課題への提言 01 》 

「２０５０年に向けたエネルギー分野の技術的課題とブレークスルー」 

  
                       平成３０年（２０１８年）７月９日 

一般社団法人産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ） 
理事長 内山田竹志 

 
１．提言の背景 

 
今般、経済産業省より「エネルギー情勢懇談会（情勢懇）」および総合資源エネルギー調査

会基本政策分科会での議論とパブリックコメントを経て「第５次エネルギー基本計画（第

５次計画）」が閣議決定（７月３日）された。安定的かつ経済的なエネルギーの確保は、社

会基盤として、また産業競争力にとってもクリティカルな課題であり、ＣＯＣＮとして「脱

炭素化」に向けた第５次計画の推進を強く支持する。 
 
第５次計画では、２０３０年の温室効果ガスの削減目標（２０１３年度比２６％）に向け

たエネルギーミックス実現のための「既存技術および現在開発を進めている技術の確実な

達成による最大限の対応」を、目指すべき方向性としての２０５０年目標（８０％）に対

しては「非連続の革新技術による対応」を打ち出している。２０５０年目標の数値は、東

日本大震災前に示されたものであり数値の是非に議論もあるが、いずれにしても極めて高

い目標を目指していくことは避けられない。 
 
技術面を含む課題解決については「産業の研究開発投資を誘発するために政府の長期的コ

ミットメントや開発重点化の枠組を示した上で、技術進展の見通しや２０５０年頃を見据

えた将来ビジョンを産学官で共有する（情勢懇の提言）」とされ、目標数値実現への可能

性に期待しつつも、不確実性と不透明性のもとでの「野心的だが複線型のしなやかなシナ

リオ」「科学的レビューメカニズム」という方向性が示されている。 
 
本提言は、２０５０年を見据えた「サステナブルなエネルギーシステム」の実現に向けた 
政府の取り組みの中で、イノベーションにつながる「技術的なブレークスルー」が特に必

要な分野について、科学技術力の強化とイノベーションの創出を活動の目的とする産業競

争力懇談会（ＣＯＣＮ）の立場ならびに技術的な観点からの見解を示すものである。 
 

２．提言 
 
（１）２０５０年に向けた脱炭素化の方向性と６つのブレークスルー分野 
 
エネルギー分野の技術開発と実装には長期のインキュベーションが必要であるが、イノベ
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２）原子力エネルギー 

原子力は、世界全体としては拡大方向の重要なゼロエミッション・ベースロード電源

である。「再生可能エネルギーの主力電源化」を目指す中でも、電力脱炭素化の選択肢

として原子力の重要性は変わらず、原子力に関する我が国の世界トップレベルの技術

力を維持・発展させることが必要である。 
２０５０年に向け、国内においては福島第一原子力発電所の事故により毀損した社会

の信頼を回復して、安全性の基準をクリアした既存の原子炉の再稼動や更新・新設の

受容性を高め、海外においては高い安全性と運用を含めたコストパフォーマンスによ

り電力インフラの整備に貢献するため、以下の課題に重点的に取り組むべきである。 
① 中小型炉と次世代炉の開発 

今後の輸出や国内での更新・新設においては、投資リスクを抑制し機動性に優れ

た中小型炉の需要に対応することが必要である。これらは現行技術の延長線上で

も設計や製造は可能と考えられるが、経済性のボトルネックである現地における

建設コストなどを低減するためには、大幅なモジュール化など新たなコンセプト

での開発（設計、製造方法、組立て方法、現地工法を含む）が必要と考えられる。

また、さらに高い安全性・経済性・核廃棄物の最少化を目指した「非連続な革新

技術」による次世代原子炉技術の開発も着実に進めることが重要である。 
② バックエンドの課題解決 

我が国での原子力利活用の信頼回復や推進に大きく影響するバックエンド（廃炉、 
廃棄物、核燃料サイクル）の課題については、技術での解決と合わせ、社会的受 
容や人材の確保につながる政策や経済性の解決が必要である。 

③ 地質・地盤の科学的知見の確立 
国内での再稼動や新設においては適合審査の過程において、またバックエンド 
の課題である使用済み燃料の処分においても、サイトの地質・地盤構造を踏まえ 
た地震等による地盤の液状化等の環境評価とその安全対策が求められる。 
原子力の安全性と経済性の両立には、地質や地盤に関する更に高い科学的・技術 
的知見による最適な判断基準の確立が重要である。 

④ 原子力人材の育成 
 福島第一原子力発電所の事故以来、原子力を専攻しようとする学生の減少は著 
しく、技術の継承を通して長期的な取り組みが必要なこの分野の人材育成対策 
を急ぐべきである。 

   
３）水素システム 
 

水素は第５次計画に「再生可能エネルギーと並ぶ新たなエネルギーの選択肢とすべく」

と記載されている通り、今後は電力と共に２次エネルギーの主力となり得る分野であ

り、更なる研究開発が必要である。 
① 多様な用途開発 
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水素には、燃料電池自動車、水素専焼発電による電力、ＣＯ２との合成によるメタ

ンガスへの変換、水素還元による製鉄、また再生可能エネルギーの需給調整機能等

の多様な用途が考えられる。 
② 水素のコスト課題 

普及上の課題は、国内外での潤沢なＣＯ２フリーの再生可能エネルギーの安定供

給と経済性である。現行の技術、制度、コストでは用途の広がりは限定的であるこ

とから、大幅なコスト低下につながる水素製造技術（高効率水電解）や水素輸送技

術（水素キャリア）等の開発が求められる。 
③ 地域特性に合わせた水素システム 

水素は用途が広いため、電力として利用するのか、ガスとして利用するのかなど、

その地域の需要やエネルギーインフラという特性に合わせた最適な利用方法を設

計することが必要であり、生産、貯蔵、搬送、再発電などのバリューチェーンを踏

まえた「水素システム」としてのブレークスルーが求められる。 
 

４）ＣＣＵＳ（Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage） 

産業部門、特に鉄鋼や化学分野における排出量削減のためには、根本的な脱炭素・省

エネルギー技術の完成までは発生したＣＯ２を分離・回収・利用・貯蔵するＣＣＵＳ

が必要となる。しかし、ＣＣＳはコストの増加要因である、ＣＣＵは現時点ではセメ

ントのＣＯ２固定化を除けば大きな用途に欠けるという課題があるにもかかわらず

それらの扱いは第５次計画でも相対的に小さい。実効性のあるＣＯ２排出量の削減の

ためにも、国内外でのＣＣＵＳの重要性を更に強調し、その開発シナリオを明確にし

て実装をはかるべきである。 
また、今後は分離・回収したＣＯ２と水の光分解により得た水素との合成による炭素

の資源化（化学品原料等の有価物生産）、いわゆる人工光合成といったブレークスルー

への挑戦も、我が国の主導で進めたい。 
 
５）高度システム化と個別技術の深耕による最適インフラ構築 
 

今後のエネルギーネットワークは地域ごとの特性を踏まえつつ、基幹システムと分散

リソースとの高度な統合が求められる。 
我が国は世界トップレベルの省エネルギー性を有しているが、ＣＯ２エミッションを

最少化するため、今後も素材・機器・設備のエネルギー効率の向上を着実に進めてエ

ネルギーの総需要の低減をはかることが基本である。それに加え、個別の要素をネッ

トワーク化したデータ連携基盤を確立し、ＡＩ、ＩｏＴ等を駆使した統合的制御を行

い、エネルギーシステム全体としての最適化（＝システム・オブ・システムズ）を図る

必要がある。 
具体的には、分散化した電力や熱エネルギーの生産、流通、消費をエネルギーインフ
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ラとデジタルインフラが連携したプラットホームの上で統合し、需要変化に的確に対

応して、エネルギーを最適供給する「高効率エネルギーシステム」実現へのブレーク

スルーをはかる。 
これを都市あるいは地域におけるセンシング、ＡＩ、モデリング等のデータを加味し

たデータ連携基盤に重ね合わせることにより、防災やモビリティの地域マネジメント

も含めた「デジタルスマートシティ」の実現につながることが期待できる。 
 
 ６）産業部門における省エネルギー技術 
 
  第５次計画においては、一次エネルギーとそれを転換した二次エネルギーの電力に伴う 
  諸課題が政策の中心になっているが、２０５０年の目標に向けては、既に世界最高水準 

を達成してきた産業部門（電力を除く）の省エネに更なるブレークスルーが必要である。 
  特に鉄鋼や化学などの素材系産業では、その材料の転換や製造方法の根本的な変革が求 

められる。現時点では実現性がまだ見えていない技術あるいは経済性の点で採用できな 
い技術の徹底的な開発とともに、当該の産業だけでなく関係する業界や企業が連携しバ 
リューチェーンとして機能や効率を高めながらの省エネと脱炭素を、産学官や産産の連 
携で実現する。 

 
（２）産学官によるブレークスルーの実現 
 
ＣＯＣＮでは、上記６分野の技術的ブレークスルーを産学官によって実現するため、 
下記の取り組みを提言する。 

 
１）産業界を巻き込んだ「科学的レビューメカニズム」の具体化と早期立ち上げ 
 

第５次計画に盛り込まれた「科学的レビューメカニズム」は方向性としては支持でき 
るが内容が未だ曖昧である。まずは情勢懇や NESTI2050 に列記された技術分野につ 
いて、その実装時のインパクト（貢献度）、実現の蓋然性、海外との競争における位 
置づけ（我が国の強み）の客観的な整理に速やかに着手し、徐々にその熟度を上げる 
方法でスピードアップをはかる。 
また産業界からの投資のインセンティブとして、グローバルな事業化を通し SDGs に 
貢献できる技術かどうかという視点もレビューの対象に含めるべきである。 

 
２）ブレークスルー型戦略プログラムの立ち上げ 
 

エネルギー政策を支え温室効果ガスの削減目標の実現を科学技術面から裏づけるた 
め、基礎的な研究から２０～３０年後の実装までを「科学的レビューメカニズム」に 
基いてステージゲート的に運営できる継続的な大型の国家プログラムを立ち上げる。 
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FIRST や ImPACT の後継プログラムとしてこれを位置づけることも一考である。 
またこの事業では、意欲ある若手の研究者を中心とした基礎基盤的研究に重点的な投

資を行い、２０５０年を生き抜く次世代人材の育成にもつなげる。 

 

以上 

 

 

 

 

《ＣＯＣＮ「基盤的課題への提言」とは》 

 

産業競争力懇談会（ＣＯＣＮ）では２０１５年１１月に策定した活動ビジョン「ＣＯＣＮ、

これからの１０年」の実現を加速すべく、本２０１８年度（平成３０年度）を初年度とする

「中期行動計画２０２０」（2018-2020）の一環として「基盤的課題への提言（基盤提言）」

に取り組むこととした。 
これは、活動ビジョンの目標を実現するために解決すべき重要課題に関する見解を、必要の

都度、簡潔に提言し、ＣＯＣＮ自らそれを推進するとともに、政策形成に向けて広く発信し

ていくものである。 
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